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予算要望に関する検討の状況

区馬練



番号 要望事項 回答

Ⅰ－１ 世界平和市長会議に加盟したことを
区報等で広く区民に知らせ、積極的な
キャンペーン事業を区民との協働で行
うこと。

　平和市長会議に加盟したことについては、区
ホームページで公表しています。今後も平和事業
実施の際などに、周知に努めます。

Ⅰ－２ 友好都市であるイプスウィッチ市、北
京市海淀区の市民と練馬区民が相互
に協力して平和事業を行えるようにす
ること。

　友好都市との従前および今後の交流のあり方を
ふまえ、総合的に判断していきます。
　なお、毎年実施する平和祈念コンサートでは、友
好都市から寄せられた平和へのメッセージを披露
しています。

Ⅰ－３ 平和祈念パネル展は年に一回二週
間、本庁舎だけでの展示だが、他の
区立施設でも実施し、多くの区民に見
てもらうこと。

　他の区立施設の展示スペースやパネル資料の
借受期限等を調整しながら検討します。

Ⅰ－４ 練馬区が非核都市宣言していることを
区報や公式HPのトップでで知らせ、核
廃絶に向けた事業を実施すること。

　非核都市宣言については、区ホームページ、
「私の便利帳」等でお知らせしているほか、毎年各
種平和推進事業を実施しています。

Ⅰ－５ 自衛隊練馬駐屯地にあるセシウム１３
７を撤去するよう防衛省に働きかける
こと。

　自衛隊の職務上行う検査に必要となるものであ
り、撤去を働きかけることはありません。

Ⅰ－６ 区が行う行事で、君が代斉唱、日の
丸敬礼は止めること。

　これまで通り実施します。

Ⅰ－７ ５月、１１月には憲法に対する区民の
意識が高まるような講演や講座を実
行委員会形式で行うこと。

　憲法記念日にあわせて、区報に憲法関連記事
を掲載しています。
　また、人権尊重意識を高めるために、人権教育・
人権啓発事業としてパネル展示や講演会、講座
等を実施していきます。

区民の平和的生存権を守るために
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Ⅱ－１ 地域の問題に対しての区民の意見が
反映するしくみとして「無作為抽出によ
る市民討議」など新しい区民参加の仕
組みを導入すること。

　練馬区行政改革推進プラン（平成23年度～平成
26年度）の取組項目である「区の政策づくりへの
区民の参加・参画機会の拡充」に基づき、政策課
題について、さまざまな区民の意見を聴取できる
仕組みの導入に向け、検討を進めます。

Ⅱ－２ 区民意見の反映を保障するために、
パブリックコメント条例をつくること。

　規則が妥当と考えますので、条例化は考えてい
ません。

Ⅱ－３ 庁内で行われている政策形成過程に
ついては決定後、決定に至った詳細
を全て公表すること。

　練馬区情報公開条例等に基づき、情報公開を
進めています。

Ⅱ－４ ＮＰＯ活動支援センターの拠点と
なる場をつくり、新たなＮＰＯ活
動を支援すること。

　NPO活動支援センターはネットワーク方式による
事業を行っており、一定の成果を収めています。
引き続きNPO活動の支援を継続していきます。

Ⅲ－１ 人権啓発事業は、ロールプレイや
ワークショップなど市民参加型の手法
を取り入れ、だれもが参加しやすいよ
うに身近な地域で実施すること。

　区の人権啓発事業は、広く区民を対象として実
施しています。講座等の内容については、引続き
様々な工夫をしながら実施していきます。

Ⅲ－２ 区役所の表玄関をはじめ、庁舎内の
案内板は、外国人にも配慮し多言語
の案内表示をつくること。

　利用しやすい庁舎づくり推進計画の中で、検討
を進めます。

区民主体の練馬区にするために

人権が大切にされる社会をめざして
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Ⅳ－１ 指定管理者、委託事業者の選定にあ
たっては、事業者の男女共同参画の
取り組みも評価対象とすること。

　指定管理者の選定にあたっては、「利用者への
公平公正な対応」「利用者等への人権に対する姿
勢」についても評価したうえで選定を行っていま
す。このほか施設の特性に応じて、評価項目・評
価基準を定めています。
　男女共同参画センターの指定管理者選定にあ
たっては、施設の設置目的を踏まえ、男女共同参
画の取組についても評価対象としています。
　委託事業者の選定は、原則、競争入札によって
います。プロポーザル方式による業者選定の場
合、個々の案件に応じて、評価すべき項目につい
て評価対象としています。

Ⅳー２ 区の重要決定機関に参画する女性管
理職の登用をすすめること。また、審
議会等における学識経験者や団体代
表枠についても女性参画をすすめる
よう働きかけること。

　区職員の過半数を占める女性職員を、管理職、
係長職に起用することが、今後の区政運営に不
可欠であるため、ワークライフバランスを踏まえた
対策を講じる必要があると考えます。そのため、
職員意識調査等により把握した職員の意見を踏
まえ、区独自の取組を進めるとともに、23区共通
事項については、特別区全体の検討を行います。
　審議会等の外部委員については、会議の目的、
審議内容に適任な人材の起用を行う中で、女性
委員の拡充を図っていきます。

Ⅳ－３ 男性職員の育児休業・介護休業の取
得状況を調査すること。育児休業、介
護休業、勤務時間短縮等の制度の活
用、時間外労働の制限によって、男性
も取得しやすい労働環境を整備する
こと。

　男性職員の育児休業・介護休業の取得状況を
踏まえ、取得率の向上および他の制度の活用に
ついて、継続して意識啓発を進めます。

Ⅳ－４ ワークライフバランスを推進するため
に女性も男性も、介護や子育て、社会
参加等に積極的に取り組めるよう、ま
た、男女の性別による固定的な役割
分業意識を改めるよう、啓発に努める
こと。

　区民、区内の事業主、区内で働く人等に育児・
介護休業などの各種制度の周知や職場の雰囲
気・環境の改善、労働時間の短縮に向け、広く啓
発を図ります。

男女平等社会実現のために
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Ⅴ－１ 保育園・学童クラブの質を確保するた
めに、第三者評価制度を導入するこ
と。

　区立保育園の運営業務委託前・委託後におい
て第三者評価を実施しています。更に、区立保育
園全園を対象にした練馬区立保育所利用アン
ケート調査を実施しています。
　また、私立保育園に対しても第三者評価の取組
を働きかけています。
　学童クラブでは、利用者アンケート等を実施し、
適切な指導を行っていますので、第三者評価制度
の導入は考えていません。

Ⅴ－２ 外遊び場の提供で行っている、子ども
が自分の責任で自由に遊ぶ「冒険遊
び場」が、充実して継続的に運営でき
るよう積極的に支援すること。

　一部の公園では、「冒険遊び場」として使用を許
可しています。また平成23年度から外遊びの場を
提供する団体に対して、経費の一部を補助するな
どの支援を行っています。公園整備や改修に際し
ては、子どもたちを含む公園利用者が安全に安心
して利用できる整備を進めています。
　なお、みどりを守り育てる心を醸成させる目的に
よる子どもの森については、体験イベント等を実
施し、基本構想をまとめ、整備に向けた検討を
行っています。

Ⅴ－３ 中高生の居場所づくり事業は、児童
館だけではなく、地区区民館などの公
共施設も活用し、中学校区に一つの
割合で、事業を拡大、充実させるこ
と。

　中高生の居場所づくり事業は、児童館の開館時
間を午後７時まで延長し実施しています。
　一方、地区区民館などの公共施設は、夜間集会
施設として機能しており、多くの利用実績がありま
す。このため、中高生の居場所づくり事業は、児
童館を拠点として実施していきます。

Ⅴ－４ 「子ども会議」で提案された意見に対
して、検討結果を子どもにもわかる形
で公表する。また、区報で「子ども会
議」をよびかける時に前年度の検討
結果を記載する。

　提案された意見に対する区の対応・取組につい
ては、ホームページで公表しており、今年度も掲
載を予定しています。
　なお、区報への掲載は考えていません。

子どもにとっての最善の利益を確保するために
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Ⅴ－５ 障がいのある子どもの放課後の居場
所を拡充し、移動支援を充実させるこ
と。

　障害のある子どもの放課後の居場所の拡充に
ついては、学童クラブの業務委託を実施する際
に、障害児の定員を２名から３名に増やしていま
す。
　また放課後等デイサービス等の新たな施策に参
入する事業者に対し支援を行っていきます。
　学校応援団のひろば事業では、きめ細かな対応
が必要な場合などは、応援団と保護者で話し合
い、保護者の方等と一緒に参加していただくなど
により、障害のある子どもの受け入れを行ってい
ます。
　移動支援については、今後も必要な財源の確保
に努め、引き続き適切な支給量となるよう支給決
定していきます。

Ⅴ－６ 育児ヘルパーや子育て応援券の周知
をすること。

　今後も、区報、ホームページ、チラシなどで周知
に努めていきます。
　なお、子育てスタート応援券は、出生・転入され
た１歳未満のお子様のいる家庭に送付しているも
ので、「育児ヘルパー事業」「ファミリーサポート事
業」をより多くの方に知っていただき、利用してい
ただくことを目的としています。

Ⅴ－７ 必要な子どもに「保育室」が残せるよ
う配慮すること。

　保育室の認可・認証保育所への移行に関して、
今後も個別事情に応じた移行支援を行っていきま
す。現在、移行が困難な保育室については、期間
を限定した上で事業を継続する予定です。

Ⅴ－８ 週1日は地域の保育園で受け入れる
など、家庭福祉員（保育ママ）の適切
な労働環境を確保するために週休2
日制が実現できるようなシステムを検
討すること。

　待機児童が多数いる現状では、区立保育園等
で受入れるのは困難です。
　また、保護者から多様な就労形態に対応するこ
とを求められている中、基本保育日から土曜日を
除くことも困難です。

Ⅴ－９ 外遊び場の公園や砂場の放射線量を
測定し公表すること。

　公園等における放射線量の測定は既に実施し
公表しています。

Ⅴ－１０ 保育園給食の食材や水の放射線量を
測定し公表すること。

　放射性物質については、出荷する自治体におい
て検査され、出荷制限のかかっていない食材が市
場に流通しています。保育園給食は、出荷制限の
かかっていない食材を使用して提供しています。
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Ⅵ－１ 学校生活支援員の配置を拡充するこ
と。

　学校生活支援員については、今年度まで配置
の拡充をしてきましたが、平成２４年度については
今年度と同様の配置数になります。配置について
は、学校からの申請を受け、支援を必要とする児
童・生徒の状況や学校の支援体制に応じて配置
します。

Ⅵ－２ 障害のある子どもの普通学級での受
入れをすすめること。本人と保護者の
希望で、普通学級への進学が選べる
ことを周知すること。

　障害のある児童・生徒が、その障害の程度に応
じた最もふさわしい教育を受けられるように、保護
者の意向も尊重しつつ就学相談等を、引き続き適
正に進めていきます。

Ⅵ－３ 学齢期の子どもを総合的に支援する
ソーシャルワーカーを配置すること。

　スクールソーシャルワーカーの配置について
は、他自治体の取組事例を参考にしながら、その
効果や必要性について引き続き検討していきま
す。

Ⅵ－４ 全校の学校図書館に図書館管理員な
どを配置して、蔵書の整理・データー
ベース化をすすめ、図書館機能を向
上させること。

　平成23年度は、小・中学校22校に学校図書館管
理員を、6校に学校図書館支援員を配置していま
す。今後も学校図書館管理員および支援員の配
置により、読書活動の推進および学校図書館の
活用を推進するなど、学校図書館支援を継続して
いくとともに、今後の支援のあり方について、事業
の成果と課題を踏まえ図書館機能の向上にむけ
検討を継続していきます。

Ⅵ－５ 光が丘の統合新校については、子ど
もひとりひとりに配慮が行き届くよう
に、支援すること。アンケート調査を行
い、経年変化を把握すること。

　都教委の「新しい学校づくり重点支援事業」を活
用し、22年度に2名、23～24年度に1名の正規教
員を増員配置するとともに、統合から3年間、学校
適応支援相談員を配置します。
　また、区の支援として、学力向上支援講師の配
置も継続します。
　アンケート調査については、22年度に実施しまし
た。今後、継続的にアンケート調査を行うことは予
定していません。

ひとりひとりを大切にする学校教育を行うために
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Ⅵ－６ 保護者に対して、学校給食食材の放
射線量測定結果と産地を公表するこ
と。

　放射性物質については、食材を出荷する自治体
において検査されており、出荷制限のかかってい
ない食材を使用しています。
　学校給食については、都は特別区からの要望
等を受け、文部科学省の「学校給食検査設備整
備費補助金」を活用し、区市町村と連携して学校
給食用食材の放射線検査を行うための具体的検
討に着手しました。区は、現在国で進められてい
る放射性物質の規制値見直しを注視しながら、都
や他区と連携を図り、対応していきます。
　産地情報についても、可能な限り周知に努めて
いきます。

Ⅵ－７ 学校教育において「日の丸」「君が代」
や「心のノート」で画一的な愛国心を
指導しないこと。

　学習指導要領に基づき、入学式や卒業式にお
いて、その意義を踏まえ国旗を掲揚するとともに、
国歌を斉唱するよう指導しています。また「心の
ノート」を適切に活用し、豊かな情操と道徳心を培
うように指導しています。

Ⅶ－１ 子どもの権利条約に基づき、子どもの
権利条例を制定すること。

  練馬区次世代育成支援行動計画の総合的な推
進を図る中で子どもの権利を守っていきます。条
例の制定は考えていません。

Ⅶ－２ 決め細かな対応が必要な児童養護施
設職員の増員を図るよう、都や国にも
とめること。

　要保護児童対策地域協議会において、児童養
護施設の充実について、都に要望しています。

Ⅶ－３ 子どもの相談を受け止め、救済する
第三者機関として子どもオンブズパー
ソンを設置すること。

  被虐待児童等の相談、救済については、要保護
児童対策地域協議会で対応しています。
　また、児童館においても子ども達からの相談に
対応しています。第三者機関としてオンブズパー
ソンの設置は考えていません。

子どもの権利擁護のために
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Ⅷ－１ 在宅で最期まで安心して生活が続け
られるよう、第5期、介護保険事業計
画は中学校区毎に基盤整備の実施
計画を立てること。

　高齢者が地域で自立した生活を営めるようにす
るためには、様々なサービスが連携して提供され
る必要があることから、介護保険事業計画におい
て、「日常生活圏域」を設定し、圏域ごとに基盤整
備を進めることとされています。
　圏域の設定は、中学校区の他、地理的条件、人
口、交通事情等、様々な地域の実情を勘案して定
めることとされており、練馬区では総合福祉事務
所管轄と同一地域とした４つの圏域を設定してい
ます。
　現行計画では、日常生活圏域およびサービス種
別ごとに事業所整備目標数を定め、公募による整
備を促進しています。第5期介護保険事業計画に
おいても引き続き、同様の方針に基づき整備を進
めていきます。

Ⅷ－２ 高齢者・障がい者の住宅政策をつくる
こと。特に今後増えていく空き家を
コーポラティブハウスやシェアハウス
など社会的に活かすしくみをつくるこ
と。

　福祉部門と住宅部門が連携し、研究していきま
す。

Ⅷ－３ 高次脳機能障がいなど中途障がいの
ためのリハビリや若年性認知症のディ
サービスの場として、就労型ディサー
ビスの整備計画を第５期介護保険事
業計画や障害者福祉計画に盛り込む
こと。

　長期計画（平成22年度から26年度）において、
中途障害者支援事業の実施を計画したところで
す。これを受けて、次期障害者計画（平成24年度
から26年度）に同事業を盛りこみ、中途障害者の
相談支援、機能訓練等のリハビリを行う予定で
す。なお、就労支援等の事業を行う予定はありま
せん。
　また、若年性認知症の方については、正確な実
態が把握されておらず、社会的な理解も進んでい
ません。第5期介護保険事業計画では、若年性認
知症の方を支援している事業者や介護家族会へ
の調査等を行って実態を把握し、必要な支援につ
いて検討することを盛り込む予定です。

Ⅷ－４ 高次脳機能障がい専門相談の場を確
保すること。高次脳機能障がいの理
解に対する啓発を積極的にすすめる
こと。

　平成24年度より高次脳機能障害等の中途障害
者への支援事業を心身障害者福祉センターで行
うこととしており、その一環として相談・連携を行い
ます。
　啓発事業についても引き続き実施していきま
す。

福祉について

8 ページ



Ⅷ－５ 生活支援ホームヘルプサービスは地
域包括支援センターの判断で必要な
人が利用できるようにすること。高齢
者本人でなく同居家族が障がい・疾病
等により日常生活を送るのに支障が
ある場合にも利用を広げること。地域
包括支援センターのケアマネジャーが
家族を含めた支援計画を立てマネジ
メントを適切に行うこと。

　高齢者生活支援ホームヘルプサービスは、要介
護（要支援）に至らない方で、介護予防上の必要
性または一時的な疾病のため生活支援が必要な
高齢者に家事援助サービスの提供を行うもので
す。利用に当たっては、高齢者相談センター（地域
包括支援センター）支所が利用者の状況に応じた
介護予防プランを作成し、支援を行っています。
　また、本サービスの利用に当たっては、同居家
族による支えなどが得られない場合に支援するこ
ととしており、同居家族の疾病などの場合にも必
要に応じて支援を行っています。
　なお、同居家族に関する支援計画を高齢者相談
センターが作成することはできません。

Ⅷ－６ 障がい者差別禁止条例を制定するこ
と。

　現在、国において障害を理由とする差別の禁止
に関する法制の制定に向けた検討を行っている
段階であり、現時点での条例制定は困難です。
　なお、差別の禁止は障害者基本法に既に規定さ
れていることから、これに基づき障害者施策を進
めています。

Ⅷ－７ 子育て（乳幼児から中高生）と介護が
重複している家庭が増えているため、
福祉の総合相談に取り組む窓口を整
備すること。

　今後も、福祉の総合相談窓口である総合福祉事
務所と子育ての相談窓口が連携を取りながら、対
象となる家庭の支援を進めていきます。

Ⅷ－８ 障がい者の社会的雇用のモデル事業
に取りくむこと。

　社会的雇用のモデル事業は考えていません。
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Ⅸ－１ 緊急ショートステイの受け入れを認知
症高齢者、医療ケアの必要な障がい
者にも広げること。

　緊急医療ショートステイの対象者については、認
知症状に関わりなく、受入れができるよう委託医
療機関と協議していきます。
　なお医療ケアの必要な障害者については今後
の検討課題とさせていただきます。

Ⅸ－２ 脳血管疾患のリハビリなど地域の診
療所、訪問リハビリなどの介護事業
者、病院との連携体制をつくること。

　リハビリも含めた医療と介護の連携について、
練馬区地域医療計画の中で検討していきます。

Ⅸー３ 安心して医療が受けられるよう医療機
関どうしの地域医療システムをつくる
こと。特に当事者、家族が在宅から入
院、入院から在宅が安心できるよう家
庭医などふくめ体制づくりをすること。
具体的なしくみを練馬区の地域医療
計画で明らかにすること。

　住み慣れた地域で安心して切れ目のない医療
が受けられるようにするための取り組みを、練馬
区地域医療計画の中で検討していきます。

Ⅸ－４ 病後児保育事業は区内でバランスよく
対応できるよう石神井、大泉方面を拡
充すること。

　大泉地区での病児保育施設の開設に向けて関
係団体と協議しています。

Ⅸ－５ 日大光が丘病院が撤退しても出産で
きる病院を確保し、周産期セミオープ
ンシステム事業を維持すること。

　日大練馬光が丘病院を引き継いで24年4月から
運営を開始する病院は分娩を扱い、周産期セミ
オープンシステム事業についても実施します。

Ⅸ－６ 終末期ケアへの区民の意識啓発に取
り組み、最後を自分で決められる情報
の普及に努めること。

　在宅療養を継続できる環境づくりを進める中で、
終末期ケアを含めた在宅療養の意識啓発に取り
組むことを検討します。

医療について
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Ⅹ－１ 全てのプラスチックを回収しリサイク
ルすること。

　法の趣旨に基づき、容器包装プラスチックは、分
別回収しています。
　それ以外のプラスチック製の廃棄物は、拡大生
産者責任に基づき、事業者が処理することが望ま
しいと考えています。

Ⅹー２ 容器包装プラスチックの資源回収を徹
底すること。

　資源やごみの分け方については、機会を捉えて
周知を図っています。

Ⅹ－３ 職員にマイカップ、マイはし運動を広
げ、率先してリデュース（排出抑制）、
リユース（再利用）をすすめること。

　区の職員に対しては、ごみ発生抑制についての
啓発活動を進めています。その中で、マイカップ・
マイはしの使用についても紹介しています。

Ⅹ－４ 区の施設や区のイベントでリユース食
器や洗浄車（リースで可）を利用し、リ
デュース（排出抑制）に努めること。

　イベント等でのリユース食器の利用推進につい
てPRに努めます。食器洗浄車について導入計画
はありませんが、他自治体等の状況を確認してい
きます。

Ⅹ－５ 家庭からでる蛍光灯や体温計など水
銀を使っている物は、別途回収するこ
と。

　蛍光管の排出量が増える年末の時期に拠点で
の回収を実施する予定です。蛍光管以外の水銀
使用物の回収については現在、不燃ごみとして収
集しており、別袋出し等を検討します。

Ⅹー６ 公共施設では、合成洗剤ではなく、石
けんなど環境にやさしい洗剤を使用す
ること。

　石鹸については公共施設の一部において使用
しています。今後も区は、「練馬区環境方針」に基
づき公共施設において環境に配慮した対応を図り
ます。

資源循環型社会を進め、ごみの減量化に向けて

11 ページ



ⅩⅠ－１ 地域温暖化対策住宅用設備設置補
助を増額すること。

　引き続き、ＣＯ２削減に効果があり、設置時に助
成が必要と思われる機器に対して補助を行ってい
きます。

ⅩⅠ－２ 再生可能エネルギー、自然エネル
ギー推進のための啓発活動を行うこ
と。

　環境啓発イベントや地球温暖化対策地域協議
会等との連携により、引き続き啓発活動を行って
いきます。

ⅩⅠ－３ 雨水浸透を進めるよう、雨水浸透マ
ス、透水舗装、駐車場の浸透化を義
務付けること。

　区道については、透水性舗装等浸透施設の設
置を実施しています。また、練馬区まちづくり条例
に基づき、500㎡を超える大規模な開発事業等
（駐車場を含む）については、透水性舗装や浸透
施設等の設置を義務付けています。なお、一般住
宅地の雨水浸透施設の設置については義務付け
てはいませんが、助成制度により今後も促進して
いきます。

ⅩⅠ－４ 家庭用雨水タンク設置に助成を行い、
雨水利用を進めること。

　総合治水対策の観点から、雨水浸透施設助成
にあわせた雨水タンクの設置について助成してい
ます。

ⅩⅠ－５ 駅前やバス停など人が集まるところに
は木陰をつくること。

　駅前広場や道路の整備に合わせて適切な樹木
の設置を行っています。

温暖化対策、ヒートアイランド緩和対策、低炭素社会に向けて
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ⅩⅡ－１ 原発事故による放射能汚染の実態を
明らかにするため、区独自で調査し公
表すること。

　区内全域の環境を継続的に把握するため、専門
機関による測定を区内施設12か所において毎月
実施しています。また、周辺より放射線量の高い
箇所については、国の対応方針に基づき必要な
対応を図ります。
　なお、測定結果については、区ホームページで
公表しています。

ⅩⅡ－２ 放射線量が多いところは除染するな
ど対策をすること。

　測定の結果、区の対応基準値を超えた場合、汚
染土砂の埋設などの安全対策を講じています。

ⅩⅡ－３ 区民の不安に向き合うため、相談窓
口をつくり、対応すること。

　健康相談や放射線測定など、区民の皆さまから
の相談内容に応じて、適宜対応しています。

ⅩⅡ－４ 放射能の影響に関する正しい知識が
もてるよう保健部と連携して啓発事業
を行うこと。

　区民への啓発事業については今後の検討課題
です。

放射能対策
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ⅩⅢ－１ 外環は必要ない。地域住民との話し
合いを優先し、事業を拙速に進めない
よう国に求めること。

　外環は、首都圏全体の道路ネットワークの形成
と、区内の深刻な交通問題の解決に資するもので
あり、早期完成が必要であると考えています。整
備に当たっては、国や都に対し、「対応の方針」を
確実に履行することや、機会を捉えた丁寧な説明
を求めてきました。引き続き、国等に対し地元住
民への丁寧な対応や情報提供を求めていきま
す。

ⅩⅢ－２ 地上部街路（外環の2）に関して、計画
線沿道地域を含む広範囲な住民を対
象とした説明会を開催し、意見を聞く
こと。

  地上部街路（外環の２）については、都が都市計
画に関する都の方針を取りまとめるに当たり、平
成22年６月から平成23年８月まで「練馬区におけ
る地上部街路に関する話し合いの会」を開催する
とともに、平成23年11月には「練馬区における地
上部街路に関する広く意見を聴く会」を開催してお
り、区が主催する説明会を開催する予定はありま
せん。

ⅩⅢ－３ 大泉地域の高齢者センター、リサイク
ルセンターは、関越道高架下ではな
く、別の場所に建設すること。

　大泉地域に整備する高齢者センター・リサイクル
センターは、地域からも早期の整備を望む声を多
くいただいています。整備にあたっては、用地の
確保が大きな課題でしたが、基本的に無償で借り
受けられることと、比較的利便性が高いこと、高齢
者センター、リサイクルセンターとしての必要な面
積を確保可能なこと、かつ早期整備が可能である
ことから、関越高架下空間に整備したいと考えて
います。

ⅩⅢ－４ 大泉北出張所の改修を進めるこ
と。

　大規模改修工事については、区の財政状況等
を考慮しながら、区立施設改修改築計画に基づ
き、計画的に進めていきます。

ⅩⅢ－５ レンタサイクルの設置箇所を増やすと
共に、土日の5時以降の延長などさら
に使いやすいものにしていくこと。

  レンタサイクル事業は、現在6駅7施設（2700台）
を設置していますが、需要が見込めないことから、
現時点では、設置箇所を増やすことや、土日の5
時以降の延長は困難です。

ⅩⅢ－６ 区内のバス停にはベンチと木陰にな
る木または屋根を設置すること。

　バス利用者の安全性確保や利便性向上に向け
必要な対応を、バス事業者に求めていきます。

ⅩⅢ－７ 大気汚染を継続的に測定する調査地
点を増やすこと。

　区内13所（一般3所、沿道10所）で窒素酸化物測
定を実施し、いずれも環境基準を満たしていま
す。調査地点を増やす予定は現在ありません。

まちづくりについて
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ⅩⅢ－８ 練馬駅北口区有地は防災の避難場
所としても利用できるよう、環境
都市練馬を誇れる自然豊かな区民
ひろばにすること。

　本区有地は、交通の結節点である練馬駅に隣
接し利便性が高い場所であるため、区民交流・産
業振興施設や子育て支援施設等の区施設および
商業施設や区内初となるリハビリ病院等の民間
施設、子どもからお年寄りまで誰もが利用できる
ひろばを整備し有効活用することで、地域の活性
化や区民生活の質の向上を図っていきます。その
ため、原則防災の避難場所としての利用は行いま
せん。ただし、災害時は帰宅困難者の受入れ等を
行っていきます。

ⅩⅣ－１ 多様な参加形態の区民が消費者行政
を総合的に検討し、自立した啓発活動
に対して区が支援すること。

　消費者行政については、消費生活センター運営
連絡会と協力し、区内消費者団体との懇談会・意
見交換等を踏まえ推進しています。
　また、消費生活センターに消費者団体活動室を
設置し、消費者団体の自主的な活動と交流を支
援しています。

ⅩⅣ－２ 区立施設の給食では、遺伝子組み換
え食品、クローン由来食品,放射能汚
染された食品を今後も使わないこと。

　食品の納品にあたっては、十分な確認を行って
おり遺伝子組み換え食品、クローン由来の食品は
使用していません。放射性物質についても出荷す
る自治体において検査され、出荷制限のかかって
いない食材を使用しています。

ⅩⅤ－１ 業務委託による低賃金、不安定雇用
を無くすために、人件費など委託先の
労働環境をチェックするしくみをつくる
こと。公共工事や業務委託契約で適
切な賃金などを定める公契約条例を
制定すること。

　労働条件については、基本的には国の労働保
護政策によるものと考えます。従って、国における
実効ある政策の動向を見きわめた上で対応しま
す。

区民本位の消費行政を実現するために

官製ワーキングプアをつくらないために
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ⅩⅥ－１ 災害の発生時間別（平日昼間、平日
夜間など）に避難対策を作成するこ
と。

　現在、地域防災計画の見直しの中で、曜日別・
時間帯別の対策を検討しています。

ⅩⅥ－２ 子どもの安全を守るための学校、保
護者、地域、ひろばスタッフ、児童館
の連携を強化すること。

　区は、次世代育成支援行動計画において、児童
館を拠点とした子育て支援ネットワークの設置を
進めています。この中で、各団体の連携を強化し
ていきます。
　また「練馬区放課後子どもプラン」に基づき、学
校応援団と、学校・学童クラブとの連携を進めてい
ます。今後さらに、子ども達の安全・安心な居場所
確保に向けて、連携等の取り組みの充実を図りま
す。

ⅩⅥ－３ 大気、土壌、水、食べ物等の放射能
対策も防災の項目に加えること。

　国の防災計画・安全基準等の策定や東京都の
取組などを注視し、国、東京都、区の役割分担の
もと必要な対応策を検討します。

ⅩⅥ－４ 防災資材各納庫にソーラークッカーや
小型太陽光発電機を常備すること。

　避難拠点には、煮炊き用のバーナーや発電機を
備蓄しています。燃料についても団体との協定に
より確保に努めています。

ⅩⅥ－５ 災害時に視聴覚障がい者や外国人を
避難所に安全に誘導する人員養成す
ること。また避難所での生活には女性
の視点を生かしてきめ細かい配慮を
すること。

　各避難拠点で障害者や外国人への対応、女性
の視点からの運営について検討しています。今後
も避難拠点における検討を促進します。

防災について
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